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1．研究の背景と目的
　ある財・サービスの消費者需要を推計する手法
には、顕示選好法（revealed preference）と表明
選好法（stated preference）の 2種類がある。実
際に市場に流通している財・サービスの価値を利
用して消費者需要を計測するのが顕示選好法であ
り、その種類としてはトラベルコスト法、ヘド
ニック法、代替法、回避支出法などがある。他方、
これから市場に出る新しい財・サービスや市場で
取引されることのない財・サービスを、アンケー
ト調査による仮想的な市場から推計するのが表明
選好法である。表明選好法は新製品のマーケティ
ングや環境評価に幅広く利用されており、その
代表的な手法に仮想市場法（contingent valuation 

method, CV）とコンジョイント分析（conjoint 

analysis, CA）がある。いずれもアンケート調査

の設問を利用して、ある財やサービスに対して回
答者が支払っても良いと思う金額（支払意思額、
willingness to pay, WTP）を明らかにするものであ
り、それぞれの手法にはさらに細かい複数の手法
があるが、両者の最大の違いは、CVが需要を計
測したい財・サービスを 1つの特徴（属性）から
のみ回答者に評価させるのに対して、CAは複数
の属性を組み合わせて評価させることである。
　本研究は、市場にまだ投入されておらず消費者
が価格を比較的想像しにくい乗用車の自動運転機
能（人工知能に運転を任せる機能のうち、特定の
条件下で運転を任せる条件付き自動運転：米国運
輸省 NHTSAレベル 3と、乗車中はすべて自動運
転に任せる完全自動運転：米国運輸省 NHTSAレ
ベル 4の 2種類のレベル 1））について、アンケー
ト調査の前段階のプレテストを用いて CVで検証
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するべきか CAで検証するべきかを確認すること
を目的としている。自動運転に運転を任せるとい
う自動運転機能は未だ市場で流通しておらず、回
答者が価格のイメージを持ちにくいものと考え
られる。このような場合、CVを用いて回答者に
自動運転機能だけを評価させるほうが良いのか、
CAとしてほかの属性（ここではハイブリッドや
電気という燃料）と共に評価させても問題がない
のか、調査を実施する前にチェックを行う必要が
ある。通常の表明選好法の研究では研究者があら
かじめ CVを用いるか CAを用いるかを決めたう
えでアンケート調査を開始することが多いが、今
回は同一のタイミングで対象者を CVと CAに分
割して比較できる機会を得られたため、本稿では
その比較結果について考察する。

2．先行研究
　CVと CAを直接比較する先行研究によると、
さまざまな要因により両者間で異なる結果が出
ることが知られている。Magat et al. (1988)では、
化学製品の安全な利用法のいくつかに対する支
払意思を比較し、CVの結果が CAより平均して
58%低いことを示した。CVでは回答者が普段の
買い物と同様に提示された金額より低い金額で購
入しようとする反面、CAではそのインセンティ
ブが働かないことを要因としている。Boxall et al. 

(1996)は狩猟地において獲物とされるアメリカヘ
ラジカの増加のために支払っても良い金額が CA

では $3.46であったのに対し、CVでは高めに推
計された ($2.18~$5.60)としており、差異を生む
要因は回答者が代替財を意識するか否かであると
推測している。Hanley et al. (1998)2）はスコット
ランドの環境保護地区について、CA (£108~£183)

のほうがオープンエンドの CV (£31)よりはるか
に高くなったとするが、回答者が対象物（この場
合は保護地区）属性に注目しやすいこと、評価対
象の範囲が回答者に正確に伝わらないために生じ
る「部分全体バイアス」（この場合は保護地区の
イメージの回答者による違い）を避けられること、
複数回回答する設定の際に「はい」ばかり選ぶ問
題題を回避できること、などから CAのほうがメ

リットがあるとしている。Stevens et al. (2000)は
北東アメリカにおいて民間の森林所有者に生態系
管理への支払意思を求め、CAのほうが高くなる
バイアスがあるとした。彼らは、その原因を選択
時に「おそらく選ぶ」という感覚を「選ぶ」と
してしまうからであると述べている 3）。Veisten 

(2007)はオープンエンドの CVと選択型 CAを
IKEAの木製品に仮想的にエコラベルを付けるこ
とへの支払意思で比較し、イギリスでは CAで製
品価格の 16% 、CVでは 7.5%であったのに対して、
ノルウェイでは CAで 2%、CVで 6%という逆の結
果となった。その要因として、Veistenは、イギ
リスとノルウェイにWTPの分布（エコラベルに
対する評価）の違いがあり、CAのほうがその差
を把握できるからではないかと推論している。
　CAは財・サービスの実態に近いものを直接選
択することからランダム効用理論に整合性である
とされている。ただし、Caussade et al. (2005)が
指摘するように、同じ CAであっても設問方法が
結果を左右することが知られている。また、CA

で提示する属性の組み合わせが不適切であれば、
むしろ CVのほうが正確に支払意思を測れる可能
性もある。
　本研究では、インターネットアンケートを用い
て、購入したい自動車に付加するオプションとし
ての自動運転機能に対するWTPを、他の設問・
実施時期を同一にして回答者を CVと CAの２グ
ループに分けて質問した結果から、CVと CAの
差がどのように表れるかを示す。

3．調査概要
　インターネットアンケートは、独立行政法人経
済産業研究所の委託により株式会社日経リサーチ
と実施した。提携先を含む日経リサーチのイン
ターネットモニターから、18歳以上 69歳以下の
男女を対象として、住民基本台帳の人口構成比に
基づき送信数を設定した。調査の時期および回収
件数は表 1の通りであり、本稿ではプレテスト
（１回目）（以下、「自動運転車の潜在需要に関す
るWeb調査　プレテスト①」とする）の結果に
ついて報告する4）。
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　プレテスト①の回答者の属性は表 2の通りで
ある。CVと CAにおける分布に大きな差はない。
どちらも男性の比率が人口比（平成 28年 9月 1

日現在の男性 48.7％対女性 51.3%）よりやや高く
なっているが、アンケートのタイトルに「自動運
転車」とあるため、車への関心が高い男性の回答
率が高かったものとみられる。

4．仮想市場法（CV) による WTP の推計結果
　　4.1.　理論と分析手法
　CVにも複数の手法があるが、本研究では図 1

に示すように、対象物を購入すると想定した場合

の金額を回答者に提示して購入意思を「はい」か
「いいえ」から選択してもらい、「はい」であれば
より高い金額を、「いいえ」であればより低い金
額を提示して、回答者の支払意思額を求める二項
選択法を用いた。図 1で Q1のみ尋ねるのがシン
グルバウンド、Q2まで尋ねるのがダブルバウン
ド、追加的に Q3まで尋ねるのがシングルバウン
ドスパイクである5）。それぞれの提示額および回
答を利用した場合の理論式は表 3であり、下段の
対数尤度関数から、パラメータベクトルθの最尤
推定量を求める。
　本研究では提示金額のパターンとして自動運転

表 1　インターネット調査の概要

支払い意思聴取方法 調査期間 サンプル数
プレテスト　
（１回目）

CVMとコンジョイント
の 2方式（半数ずつ）

2017年 1月 13日（金）
～ 1月 16日（月）

1,483件
（回収率 9.6％）

プレテスト　
（２回目） コンジョイント方式 2017年 2月 23日（木）

～ 2月 27日（月）
815件

（回収率 11.3％）

本調査 コンジョイント方式 2017年 3月 16日（木）
～ 3月 21日（火）

18,526件
（回収率 12.6％）

　資料：株式会社日経リサーチ

表2　回答者の属性

資料：「自動運転車の潜在需要に関するWeb調査　プレテスト①」

660 0.608 0.489 0 1 628 0.553 0.498 0 1
660 47.068 13.010 18 69 628 47.002 13.320 18 69
660 6.350 0.625 5.011 7.824 628 6.326 0.645 5.011 7.824
660 0.682 0.466 0 1 628 0.691 0.462 0 1
660 0.055 0.227 0 1 628 0.054 0.226 0 1
660 0.114 0.318 0 1 628 0.097 0.296 0 1
660 0.327 0.470 0 1 628 0.295 0.456 0 1
660 65.285 22.430 0 100 628 63.228 22.089 0 100

CACV

図 1　二項選択CVの概念図（例）

注１：　色つきのボックスが、回答者が支払っても良いと考える金額の範囲。
注２：　Q３の「500 円未満」で支払ってもいいと考えない（No）場合は、支払意思がゼロもしくはマイナス（0円
　　　　以下）であると考えられる。
資料：　筆者ら作成
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の各レベルに対して 3種類ずつ、計 6パターンを
用意した。本研究の対象である自動運転車の場合、
車自体の購入意思を尋ねると、想定する自動車本
体への支払意思が回答者によって大きく異なって
しまう（たとえば回答者がセダンを想定した場合
とワゴン車を想定した場合）。このような影響を
排除するため、今回の調査では、まず回答者に、
気に入った車種の「自動運転機能の付いていない
ガソリン車」を購入することにしたものと想定し
てもらい、その自動車にオプションとして自動運
転機能をつけるときの価格を選択してもらう設定
にした。

　　4.2.　回答傾向
　設問に対する回答傾向を示した表 4から見受

けられるのは、提示金額が高いほど YY（Q1に
Yes、Q2に Yes）および YNの回答者が減ること、
レベル 3よりレベル 4のほうがWTPは高そうな
ことである。無料でもオプションをつけたくない
回答者が平均して 17％いるため、この中ではダ
ブルバウンドスパイクモデルが妥当な値であると
判断される。

　　4.3.　仮想市場法（CV）による推計結果
　表 5はWTPの中央値および平均値を示したも
のである6）。今回は対数線形ロジット関数を用い
て推計していることから図 2のような受諾確率
曲線（減衰曲線）を描くことができ、提示額を受
け入れる人数と拒否する人数が半々（受諾確率が
0.5）となるところが中央値、各曲線の下の面積

表3　二項選択CVの推計式

1 d π Q1 Yes y No n π F
d 1 0 B Q2

Bu Bl

2 ln ( ) 0d L dθ θ =
θ̂

表4　CV設問への回答結果
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が平均値となる。
　個人属性を考慮した場合、一般的に F(B)は、
F(B)=F(−α−xʹiβ−βbid ln B)と表される。ただし α

は定数項、xiは個人 iの属性ベクトル、βは xiの
係数パラメータベクトル、βbidは提示額 Bの対数
値 lnBの係数パラメータである。ダブルバウン

ドスパイクモデルを適用した本研究での βbidおよ
び βの推計結果は表 6の通りである。どちらの
レベルでも年齢、性別はWTPに影響するとはい
えず、所得および「自動運転で交通事故が減る」
と考える度合いが高いほどWTPは高い。免許を
持たない人はレベル 3へのWTPが低く、運転好

表6　ダブルバウンドスパイクモデルの推計結果

* 10% ** 5% *** 1%
Web

-0.883 *** -0.871 *** -0.881 *** -0.861 ***

(0.052) (0.052) (0.052) (0.052)

-0.832 -1.960 -0.996 -2.359 **

(1.144) (1.283) (1.043) (1.132)

-0.210 -0.057
(0.226) (0.224)

-0.002 -0.013
(0.008) (0.008)

0.300 * 0.527 *** 0.294 * 0.486 ***

(0.167) (0.182) (0.165) (0.175)

-0.630 ** -0.086 -0.634 **

(0.265) (0.278) (0.256)

0.409 -0.588 0.380
(0.595) (0.504) (0.586)

-0.776 ** 0.277 -0.709 **

(0.321) (0.405) (0.314)

-0.012 -0.579 ** -0.654 **

(0.265) (0.262) (0.254)

0.023 *** 0.027 *** 0.022 *** 0.026 ***

(0.005) (0.005) (0.004) (0.004)

-478.602 -479.135 -489.373 -491.703
338 338 322 322

977.2 972.3 998.7 993.4

3 4 3 4
Model 1 Model 2

Web

WTP 3 4
SB 5.0 21.1
DB 13.6 21.7
DB+spike 8.2 14.8
SB 38.5 47.0
DB 32.2 43.8
DB+spike 33.8 47.7

1.0y

提示金額（万円）

受
諾
確
率

0.9

0.8

0.7

0.6

0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0
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3 4
0.5

5

図2　ダブルバウンドスパイクの受諾確率表5　CVの手法別WTP
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きな人はレベル 5へのWTPが低いという結果と
なった。

５　コンジョイント分析（CA）によるWTPの推計
　　5.1.　理論と分析手法
　本稿で用いる選択型コンジョイント分析は仮想
市場法より複雑な手法であるため、Train（2003）

などに基づいて、理論を順を追って説明する。回
答者が選ぶ対象（財の属性の組み合わせ）をプロ
ファイルと呼ぶが、J種類のプロファイルがある
とき、回答者 nがプロファイル jを選択したとき
の効用 Unjは、実験者が観察可能な効用 Vnjと実
験者が観察不可能な εnjとに分かれ、次式のよう
に表される。

(1)

このとき、仮定により = －njiε njε niε は以下のロジスティック分布に従う。

(2)

ある個人 nがプロファイル iを選択する確率は、

である。 の累積分布関数は となるから、 が与えられれば

以外のすべての の選択確率は となる。

は未知であるため、これをすべての について積分し (2)式の確率密度で加重すると、

と求められるから、選択確率は

となる。ここで、観察可能な効用 がパラメータに関して線型であると仮定すると、プロファイル j の

観察された変数のベクトル njx に対し、 という関係を与えることができ、このとき は

と表わされる。ここで は、推定されるパラメータであり、限界効用を表している。

アンケートでは「プロファイルを選択すると1、選択しないと0」という二値変数を用いて、個人

nのプロファイル iの選択確率を （ただし、 は個人 が を選択すると1、その他は0と

なる変数 ）という形で得る。N人分の回答を用いるときは、

を最大化するような を求める。ただし、このままだと非線形であるため、対数をとった
対数尤度関数 （log likelihood function ） を最大化する を求める。

L(β)= ∏ n=1∏ i

N

ln L(β)= ∑∑ yni lnPni

N

n=l i

ln L(β) β



− 77 −− 76 −

自動運転機能に対する支払意思推計手法の検討

　CAでも、CVと同様に、まず回答者に気に入っ
た車種の「自動運転機能の付いていないガソリン
車」を購入することにしたものと想定してもらい、
その自動車にオプションとして自動運転機能を付
けたり、電気自動車やハイブリッドに変えたりと
いう選択をしてもらう設定にした。提示する属性
の種類は表 7の通りであり、あらかじめ自動運転
なしとオプションなし（ガソリン車）の組合せは
提示されないようにしたうえで、D最適法によっ
て 8種類の組合せを 6ブロック作成し、各個人に
8組ずつ提示した。
　回答者には、自動車を買うことにした想定で、
販売店で気に入った型の自動車を選んだところ、
それが「自動運転機能のないガソリン車」であっ
たことを前提としてもらう。さらに、ディーラー
が、新しい自動運転機能の追加と燃料の変更をオ
プションとして提案し、オプション料金を示した
という想定で、図 3のようなオプション Aと B

を比較してもらい、そのどちらかを購入するか、
どちらのオプションもつけないかを選択しても
らった。図 3のような組合せが 1人当たり 8回提
示される。

　　5.2.　回答傾向
　紙幅の都合上、すべての組合せの回答率を掲載
することができないが、特徴的であった回答傾向
として「どちらのオプションもつけない」の回答
比率が非常に高く、8問すべてに「どちらのオプ
ションもつけない」とした回答が全体の 35％に
上ったことが挙げられる（ただし、CVの NN回
答が全体で 56.2％であったものよりは低い）。価
格を基準に選ばれているものと思われ、200万円
が含まれる組合せが最も高い比率で選択外となっ
た 7）。

　　5.3.　コンジョイント分析の結果
　全回答者を対象としてWTPを推計すると、す
べてのオプションの平均値がマイナスとなった。
とくにレベルについては信頼区間の幅が非常に大
きく平均値が非有意である。そこで、8問すべて
で「どちらのオプションもつけない」を選択した
回答者を除外したところ、いずれも有意な正値と
なり、レベル 3のほうがWTPが高くなった（表 8）。
　すべての問いで「どちらのオプションもつけな
い」を選ばなかった回答者を対象に、レベルと属

Web

表7　

図3　
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性との交差項を入れて推計した限界効果をもとに
して、各属性をもつ人が各レベルの自動運転機能
をつけるときの限界効果を求めた値が表 9であ
る。これによると、レベル 3もレベル 4でも自動
車を所有している人がマイナス、レベル 4では年

齢・所得の高い人と、自動運転自動車で交通事故
が減ると考えている人がプラスになる。

６．仮想市場法（CV）とコンジョイント分析（CA）
の結果の比較

　オプションをつける意思がない人を除くため
に、CVではダブルバウンドスパイクモデルの結
果を、CAではオプションを少なくとも１つはつ
ける回答者を対象とした分析結果を表 10で比較
する。自動運転オプションへのWTPの平均値は
いずれも CAのほうが高く、この傾向は先行研究
の大勢と同じである。CVでは、オプション価格
の最大値を確からしい値に設定する必要があり、
その意味では価格帯が未知数である自動運転機能
の場合は CVの利用を避けるべきであることが推
測される。
　また、個人属性については有意になる変数が異

* 10% ** 5% *** 1%
Web

(  = 0 0.574 -1.204 0.487 -1.372
(0.575) (0.530) (0.566) (0.523)

-0.071 0.100
(0.113) (0.104)

0.002 0.013 0.002 0.014
(0.004) (0.004) (0.004) (0.004)

0.137 0.254 0.140 0.272
(0.088) (0.080) (0.087) (0.079)

-0.508 -0.826 -0.500 -0.749
(0.135) (0.124) (0.130) (0.119)

-0.550 -0.644 -0.514 -0.557
(0.240) (0.212) (0.236) (0.208)

-0.201 -0.535
(0.244) (0.224)

-0.136 0.056
(0.142) (0.128)

-0.001 0.006 -0.002 0.006
(0.003) (0.002) (0.003) (0.002)

-3299.973
410

-3306.654
410

6653.36657.9

Model 1 Model 2
3 4 3 4

表9　

Web

3 -6.656 -22.693 9.381
4 -4.099 -18.383 10.184

-46.467 *** -66.152 -26.782
-66.295 *** -88.411 -44.179

3 82.367 *** 72.670 92.063
4 69.176 *** 59.876 78.477

33.104 *** 23.157 43.051
16.463 *** 5.448 27.478

95%WTP

表8　CAで求めたWTP
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なるが、CVと CAで正負が逆になるものがなく、
いずれの手法を用いたとしても限界効果を測るこ
とが可能であると判断される。CAで燃料との組
み合わせを行っているが、自動運転機能を強化し
た電気自動車が開発されている点から、現実的な
組み合わせであったと考えられる。CAの組み合
わせが不適切でないことがわかったため、筆者ら
は、拡張性というコンジョイント分析のメリット
を活かすために 2回目のプレテスト以降は CAを
用いた分析を行うこととした。CVと CAを同時
に行える機会が少ないことを鑑みると、本研究に
おける CVと CAの比較は先行文献に小さいなが
らも新たな貢献を加えたといえよう。

注
１）2016 年 9 月には NHTSAが、レベル 5を完全自動運転

とする米国自動車技術会（SAE）の定義を使うことに
変えたため、日本政府も 2016 年末には定義を変更す
る姿勢を表明し、2017 年からは SAEの定義が主流に
なった。ただし、1月のプレテストでは、回答者に馴
染みのある旧来の NHTSAレベルを使用した。

２）Hanley and Macmillan (2000)で、この論文について
Scarpa (2000)に指摘された不備については問題ないと
の回答がなされている。

３）Morita and Managi (2015)ではこの問題を避けるために
CAで二項選択ではなく Blass et al. (2010)の選択確率
モデル（何％購入すると思うかという購買確率を選択
するもの）を応用した結果を用いて比較している。

４）3回目の本調査の暫定的な結果は森田・馬奈木（2018）

として公表した。
５）このほか Cooper et al. (2002)が提唱した One-and-one-

half boundと呼ばれる手法もあるが、価格の提示方法
を変える必要があるため、今回は実施していない。

６）プログラムは寺脇（2000）を参考に、LIMDEPを用い
て作成した。

７）この結果を受けて、2回目のプレテスト以降は価格属
性の提示金額を引き下げた。
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